
議案第１５６号

　　　平成２６年度川崎市水道事業会計の資本剰余金処分及び決算認定について

　　　　　　　　　　　　平成２７年 ９ 月 １ 日提出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　　　　　　　　　　　　川崎市長　福　田　紀　彦

平成２６年度川崎市水道事業会計に係る資本剰余金を処分したいので、地方公

営企業法第３２条第３項の規定により議決を求めるとともに、平成２６年度川崎

市水道事業会計決算について、同法第３０条第４項の規定により、別紙監査委員

の意見を付して認定を求める。



平 成 ２６ 年 度 川 崎 市  水 道 事 業 決 算 報 告 書

（１） 収益的収入及び支出

  収   入

第１款 △

第１項 営 業 収 益 △

第２項 営 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益 △

  ※１  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  ※３  うち仮受消費税及び地方消費税 円

  支   出

                             予                   算                   額

地方公営

企業法第

24条第3

項の規定

に よ る

支 出 額

円 円 円

第１款 0 36,883,908,000 36,883,908,000 △

第１項 営 業 費 用 0 30,297,651,000 30,297,651,000 △ ※１、４

第２項 営 業 外 費 用 0 1,507,501,000 1,507,501,000 ※２

第３項 特 別 損 失 0 5,068,756,000 5,068,756,000 ※３

第４項 予 備 費 0 10,000,000 10,000,000

  ※１  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※２  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※３  うち仮払消費税及び地方消費税 円

  ※４  地方公営企業法施行令第１８条第５項ただし書きの規定による超過支出 1,174,101,820 円

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

29,965,868,461

0

00

区         分 

3,106,254,000

1,324,881,000

3,307,887,631

30,763,044,000

予算額に比べ

決算額の増減

円

1,101,824,725

補正予算額

0

818,598,183

797,175,539

201,633,631

223,056,275

4,895,202,918

0

円

0

0

0

0

0

1,499,819,937

円

地方公営

企業法第

26条第2

項の規定

に よ る

繰 越 額

173,553,082

10,000,000

円

0

0

0

0

0

円

7,681,063

982,867,675

1,174,101,820

水 道 事 業 費 用

当初予算額

円

31,471,752,820

37,866,775,675

合     計
決  算  額

※２

※３

備

考

水 道 事 業 収 益

決  算  額

円

35,194,179,000

合     計

地方公営企業法第24条

小   計

34,375,580,817

区         分 

0

備     考

35,194,179,000

円

補正予算額

※１

10,000,000

流用増減額

36,883,908,000

30,297,651,000

1,507,501,000

5,068,756,000

0

0

0

0

0

0

予備費支出額

0

円

30,763,044,000

3,106,254,000

1,324,881,000

0

0

0

円

0

0

0

不  用  額

円

                             予                   算                   額

当初予算額

円 円

第3項の規定による支

出額に係る財源充当額

0

0

1,374,351,624

20,663

1,105,539

2,115,114,472

130,056,127

4,586

0

0

円

0



（２） 資本的収入及び支出

  収   入

地 方 公 営 企 業

法 第 26 条 の

規 定 に よ る 繰 越額 に 係 る

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

円 円 円 円 円 円

（1）翌年度へ繰下発行

（2）不用額

　※１  うち仮受消費税及び地方消費税 824,567 円

　※２  うち仮受消費税及び地方消費税 1,490,822 円

予算額に比べ

決算額の増減

△

△ 458,000,000

区       分

4,015,000,0003,900,000,000

4,604,761,000

企 業 債

0

0

0

0

26,000,0000

573,000,0000

△

△7,990,000 501,541,000

0

7,124,417

56,726,288

4,473,000,000

500,916,8464,684,834,154

※１

※２

  する額

418,000,000円

40,000,000円

計   458,000,000円

※企業債収入減額内訳

10,000 0

26,000,000 0

0

0
資 本 的 収 入

10,000 0 10,00010,000 0

0

0

0 10,000△

20,953,859

10,000△

  第８項

  第７項

  第３項

出 資 金

補 助 金

そ の 他 の

固 定 資 産

負 担 金

売 却 代 金

融 資 補 償 金

26,000,000 0

10,000

493,551,000

184,180,000

494,416,5830

10,000

184,180,000

20,963,859

1,000,000

0

第１款

  第２項

  第６項

水 道 事 業

資 本 的 収 入

  第４項

  第１項

  第５項 投 資 返 還 金

返 還 金

4,604,761,000

0 10,000

0

3,900,000,000

493,551,000

184,180,000

0 26,000,000

0

決  算  額
当初予算額 補正予算額 小      計

継 続 費 逓 次

財 源 充 当 額

合    計
備    考

円

580,990,000

円

0 5,185,751,000

                                予                  算                  額

0

10,000

10,000

127,453,712

01,000,000 0 0 1,000,000 1,000,000



  支   出

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

  第１項 11,943,241,000 0 0 0 11,943,241,000 1,979,389,927 0 13,922,630,927 10,984,117,769 1,827,958,058 0 1,827,958,058 1,110,555,100 ※１

  第２項 26,000,000 0 0 0 26,000,000 0 0 26,000,000 26,000,000 0 0 0 0

  第６項 10,000 0 0 0 10,000 0 0 10,000 0 0 0 0 10,000

  第８項 5,000,000 0 0 0 5,000,000 0 0 5,000,000 0 0 0 0 5,000,000

　※１   うち仮払消費税及び地方消費税 609,844,187 円

2,994,289
返 還 金

0 11,928,000 8,933,711 00 0  第５項
補 助 金

11,928,000 0 0 0

0 0 10,000
資 本 的 支 出

0 10,000 0 00 0

1,979,389,9270 0

0 0

  第７項
そ の 他 の

10,000 0

3,031,611,000

予 備 費

融 資 補 償 金

企 業 債

償 還 金

10,000 0

11,928,000 0

0 52,550,120

1,171,119,5091,827,958,0580

00 03,031,611,000 2,979,060,880

第１款
水 道 事 業

小   計
区       分

15,018,800,00015,018,800,000 0

逓  次

繰越額よ る 繰 越 額

地方公営企業法

よ る 繰 越 額

投 資

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出
0 16,998,189,927

備 考
当初予算額

流
用
増
減
額

合     計

                                 予                    算                    額

支 出 額

継続費

翌 年 度 繰 越 額

不  用  額
合     計

13,999,112,360 1,827,958,058

継続費

逓  次

繰越額

決  算  額
第26条の規定に

地方公営企業法

予 備 費

及び当年度分損益勘定留保資金 2,606,972,053円で補てんした。

第26条の規定に補正予算額

0

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 9,314,278,206円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 607,821,170円、減債積立金 1,303,078,208円、過年度分損益勘定留保資金 4,796,406,775円

0

0

0  第４項
出 資 金

1,000,000 0 0 0

  第３項 3,031,611,000

0 0
返 還 金

1,000,000 0 0 1,000,000 1,000,000



（単位  円）

１

（１） 24,067,178,623

（２） 6,030,013

（３） 10,041,807

（４） 3,767,503,546 27,850,753,989

２

（１） 802,303,908

（２） 1,158,758,677

（３） 8,822,887,000

（４） 1,589,816,676

（５） 4,781,683,801

（６） 61,849,097

（７） 9,447,852

（８） 2,200,108,377

（９） 1,491,609,135

（10） 5,307,955,452

（11） 3,870,981,221 30,097,401,196

2,246,647,207

３

（１） 9,804,974

（２） 93,912,903

（３） 14,075,585

（４） 1,541,850,000

（５） 915,039,309

（６） 603,148,733 3,177,831,504

平成２６年度川崎市水道事業損益計算書
（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 益

業 務 費

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

水 道 利 用 加 入 金

分 担 金

配 水 費

営 業 損 失

総 係 費

給 水 費

受 託 給 水 工 事 費

そ の 他 受 託 工 事 費

減 価 償 却 費

給 水 収 益

受 託 給 水 工 事 収 益

そ の 他 受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 費

浄 水 費

受 水 費



４

（２） 3,000,000

（３） 31,657,386 1,270,233,598 1,907,597,906

339,049,301

５

（１） 1,306,390

（２） 6,300,575

（３） 3,382,660

（４） 1,090,830,514 1,101,820,139

６

（１） 23,080,867

（２） 4,871,016,512 4,894,097,379 △3,792,277,240

4,131,326,541

4,280,998,971

16,128,481,918

前年度繰越利益剰余金

（１）

営 業 外 費 用

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

企 業 団 繰 出 金

経 常 損 失

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

企 業 債 取 扱 諸 費

支 払 利 息 及 び

16,278,154,348当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 損 失

そ の 他 未 処 分
利 益 剰 余 金 変 動 額

雑 支 出

1,235,576,212

特 別 損 失



（単位　円）

（注）この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものである。

0 0 0 0 0

0 0 △ 1,303,078,208 1,303,078,208

△ 52,382,679,398負債への振替 △ 52,382,679,398 0 0 0 0

14,825,403,710 △ 15,178,377,960△ 1,281,900,253 △ 19,800,036,121 △ 143,924,763 △ 30,003,781,670 0 14,825,403,710

0 0減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0

（平成２６年４月１日から 平成２７年３月３１日まで）

平成２６年度川崎市水

受贈財産
評価額

繰延収益への振替等 0 △ 7,048,136,126 △ 1,729,784,407

△ 4,131,326,541

3,306,245,143 0 16,278,154,348 16,278,154,348 91,838,389,754

0 △ 4,131,326,5410

26,000,0000 0 0

1,236,000

0

2,226,651,0761,020,993,217

0 0 0

0

1,303,078,208

163,505,773,653

△ 71,667,383,899

163,505,773,6531,303,078,208 4,280,998,971 5,584,077,179

0

0 5,584,077,179 5,584,077,179

道事業剰余金計算書

0

0 1,303,078,208 △ 1,303,078,208

0△ 1,303,078,208

△ 1,303,078,208 11,997,155,377 10,694,077,169

0 1,303,078,208 △ 1,303,078,208 0

00

0

△ 30,003,781,670

145,160,763

△ 143,924,763

1,787,014,681 1,282,034,829 22,026,687,197124,611,669,661

0

0

0

33,310,026,813

0

未処分利益
剰余金

剰余金

資本剰余金 利益剰余金

利益剰余金
合計

国県
補助金

一般会計
補助金

工事負担金
その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

00

72,253,990,263 57,230,274 134,576

減債積立金

145,160,7638,069,129,343

資本金

33,310,026,813

0

26,000,000 0 0 00

0

0 0 0

8,069,129,343 1,787,014,681 1,282,034,829 22,026,687,197

0 0

当年度純損失

一般会計出資金の受入れ

0 0 0

△ 52,357,679,398

124,611,669,661

△ 1,729,784,407 △ 1,281,900,253 △ 19,800,036,121

0 0

0

0

0

△ 7,048,136,126

当年度末残高

前年度処分額

前年度末残高

処分後残高

当年度変動額

減債積立金の積立て

議会の議決による処分額

資本合計

△ 4,131,326,541

一般会計出資金の返還 △ 1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,000,000

（繰越利益剰余金）

（当年度未処分利益剰余金）



（単位　円）

資本剰余金資本金

△ 3,141,793,434

16,278,154,348164,451,709

0

処分後残高 75,395,783,697

議会の議決による処分額

資本金への組入れ 3,141,793,434 △ 3,141,793,434

当年度末残高

平成２６年度川崎市水道事業剰余金処分計算書（案）

16,278,154,348

0

72,253,990,263

3,141,793,434

3,306,245,143

未処分利益剰余金

（繰越利益剰余金）



（単位  円）

１

（１）

ア 3,299,704,572

イ 8,239,994,438

△4,516,021,971 3,723,972,467

ウ 237,542,818,789

△118,976,768,365 118,566,050,424

エ 25,351,875,557

△14,832,473,879 10,519,401,678

オ 67,261,536

△53,864,312 13,397,224

カ 1,106,715,606

△903,076,597 203,639,009

キ 59,205,007

△8,247,618 50,957,389

ク 5,109,842,529

141,486,965,292

（２）

ア 16,095,894

イ 2,142,601,046

ウ 15,878,000

エ 5,412,700

2,179,987,640

（３）

ア 11,528,000,000

イ 1,106,905

△ 1,106,905 0

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

投資その他の資産

地 上 権

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

平成２６年度川崎市水道事業貸借対照表
（平成２７年３月３１日）

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

資  産  の  部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

庁 舎 使 用 権

破 産 更 生 債 権 等

施 設 利 用 権

無形固定資産合計

電 話 加 入 権

工具器具及び備品

出 資 金

無 形 固 定 資 産



11,528,000,000

155,194,952,932

２

（１） 14,581,523,796

（２） 2,842,818,389

△ 39,187,960 2,803,630,429

（３） 563,197,930

（４） 840,139,288

（５） 25,300

18,788,516,743

173,983,469,675

３

（１）

49,925,190,323

49,925,190,323

（２） 40,696,955

（３）

ア 4,898,715,390

4,898,715,390

54,864,602,668

４

（１）

3,493,428,195

3,493,428,195

（２） 14,402,232

（３） 6,237,334,625

（４） 48,104,171

（５） 2,352,559,273

（６）

ア 354,921,580

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

ア

賞 与 引 当 金

前 払 金

その他流動資産

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

貯 蔵 品

負  債  の  部

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

未 払 費 用

企 業 債 合 計

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

引 当 金 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

未 払 金

現 金 預 金

預 り 金

流 動 負 債

未 収 金



354,921,580

12,500,750,076

５

（１）

ア 7,037,198,611

△3,094,669,306 3,942,529,305

イ 2,107,002,244

△262,886,435 1,844,115,809

ウ 1,385,289,669

△1,121,395,504 263,894,165

エ 19,476,016,197

△10,842,056,054 8,633,960,143

オ 142,385,415

△47,157,660 95,227,755

14,779,727,177

82,145,079,921

６ 72,253,990,263

７

（１）

ア 1,020,993,217

イ 57,230,274

ウ 134,576

エ 2,226,651,076

オ 1,236,000

3,306,245,143

（２）

16,278,154,348

19,584,399,491

91,838,389,754

173,983,469,675

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

16,278,154,348

流 動 負 債 合 計

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

資 本 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

ア
当 年 度 未 処 分

国 県 補 助 金

その他資本剰余金

国 県 補 助 金

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

剰 余 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資  本  の  部

利 益 剰 余 金 合 計

一 般 会 計 補 助 金

利 益 剰 余 金



注記

 １ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

当事業年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成

している。

（１）資産の評価基準及び評価方法

   ア 貯蔵品  

先入先出法による原価法によっている（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）。

（２）固定資産の減価償却の方法

   ア 有形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

     定額法による（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。）。

（イ）主な耐用年数

     建物       ３～６０年

     構築物      ３～８０年

     機械及び装置   ４～５０年

     車両運搬具    ３～１２年

     工具器具及び備品 ２～２４年

   イ 無形固定資産（リース資産を除く。）

（ア）減価償却の方法

     定額法による。

   ウ リース資産

   （ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してい

る。

   （イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

     なお、リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（３）引当金の計上方法



  ア 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込み額を計上している。

  イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額

に相当する金額を計上している。

  ウ 賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業

年度の負担に属する額を計上している。

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 ア 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

なお、控除対象外消費税額については、当事業年度の費用として処理してい

る。

２ キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引

（１）現物出資の受入れによる資産の取得

当事業年度、新たに計上した現物出資の受入れによる資産の取得額は次のとお

りである。

構築物  １１３，８６９，２５４円

（２）ファイナンス・リース取引による資産の取得

当事業年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の

額は、それぞれ次のとおりである。

リース資産  ５９，２０５，００７円

リース債務  ６３，９４１，４０７円

３ 貸借対照表に関する注記



（１）企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

は２，２５５，６２１，２４５円である。

 （２）ファイナンス・リース取引に係るリース債務

   リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。

 （３）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理

  平成２６年３月３１日において、償却資産の取得または改良に充てるための補

助金等で現に資本剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の

把握が不可能であったものについては、現存する資産（補助金等が充当されてい

ないことが明らかな資産を除く。）を対象とし、補助金充当率を用いた按分によ

り整理している。

４ セグメント情報に関する注記

川崎市水道事業会計は、水道事業のみを運営しており、事業全体をもって単一セ

グメントとしているため、セグメント情報の記載は省略している。

 ５ リース契約により使用する固定資産に関する注記

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

   １年内  １６０，９６３，５８３円

   １年超  １４８，７５２，９８５円

    計   ３０９，７１６，５６８円

 ６ その他の注記

（１）長期継続契約に係るリース債務

  通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債

務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは次のと

おりである。

  短期リース債務  １４，４０２，２３２円

  長期リース債務  ４０，６９６，９５５円



（２）退職給付引当金の目的使用による取り崩し

  当事業年度において、職員の退職手当として４９５，７８７，０３０円を支給

するため、退職給付引当金４９５，７８７，０３０円を取り崩している。

（３）会計基準の見直しに伴う修繕引当金の取り崩し

  当事業年度において、前事業年度末日において計上されている修繕引当金

１，０５８，９０１，５４９円を取り崩す。（なお、当該取り崩し額はその他特別

利益に計上している。）


